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平
成
１８
年
度
の
介
護
保
険
料
は
、

平
成
１８
年
度
市
民
税
内
容
が
決
定
し

て
い
な
か
っ
た
た
め
、
暫
定
的
な
保

険
料
額
と
し
て
い
ま
し
た
が
、今
回
、

保
険
料
額
が
確
定
し
ま
し
た
の
で
、

決
定
通
知
書
を
お
届
け
し
ま
す
。

■
年
金
か
ら
天
引
き
さ
れ
る
方

（
特
別
徴
収
者
）

１０
月
・
１２
月
・
２
月
の
年
金
か
ら

自
動
的
に
天
引
き
さ
れ
る
金
額
を
通

知
し
ま
す
。

な
お
、
今
年
の
１０
月
か
ら
新
規
に

年
金
天
引
き
が
開
始
す
る
方
に
は
、

８
月
納
入
分
の
納
付
書
も
別
に
お
届

け
し
ま
す
の
で
納
め
忘
れ
の
な
い
よ

う
お
願
い
し
ま
す
。

■
納
付
書
・
口
座
振
替
な
ど
で
納
入

す
る
方
（
普
通
徴
収
者
）

８
月
・
１０
月
・
１２
月
・
２
月
の
４

回
で
納
入
し
て
い
た
だ
く
納
付
書
を

お
届
け
し
ま
す
。

な
お
、
口
座
振
替
や
納
税
組
合
を

通
じ
て
納
入
し
て
い
た
だ
く
方
は
、

金
額
だ
け
の
通
知
と
な
り
ま
す
。

問
　
介
護
保
険
課
（
内
線
５０４
・
５４８
）

・
各
総
合
支
所
保
健
福
祉
課

◎
介
護
保
険
法
改
正
に
よ
り
保
険
料
基

準
額
お
よ
び
段
階
区
分
が
新
し
く
な

り
ま
し
た
。

◎
税
制
改
正
の
影
響
に
よ
り
所
得
段
階

区
分
が
上
が
る
方
は
、
保
険
料
負
担

の
急
激
な
増
加
を
避
け
る
た
め
、
保

険
料
率
を
段
階
的
に
引
き
上
げ
て
い

き
ま
す
。（
激
変
緩
和
措
置
）

※
8
月
中
旬
ご
ろ
ま
で
、
納
付
書
が
届

か
な
い
場
合
や
、
ご
不
明
な
点
は
お

問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

特別弔慰金は、先の大戦で公務などのため国に殉じた「もとの軍人な
ど」の方々の戦没者などの遺族で、公務扶助料、遺族年金等の受給者が
いない場合に支給されるものです。平成１７年４月１日から市役所の窓口
で受付開始しており、県では請求受付順に審査しています。特別弔慰金
の支給対象者で、まだ請求していない遺族の方は、請求期限が平成20
年3月31日までとなっています。それまでに請求がないと受給できな
くなりますので、ご注意ください。
問　福祉総務課（内線４２３）・各総合支所保健福祉課

敬老会のお知らせ
長寿をお祝いするとともに、長年、社会に貢献されたご功績に対し、
感謝の意を表するため、敬老会を開催します。
開催日程並びに開催場所につきましては、９月号でお知らせしますが、
市内に住民登録している対象となる方には、後日案内状をお届けします。

問　福祉総務課（内線４３１）・各総合支所保健福祉課

戦没者などの遺族に対する
特別弔慰金の請求はお済みですか？

宮城県・市（区）町村

8
月
6
日
A

広
島
市
原
爆
投
下
時
刻
　
午
前
8
時
１５
分
か
ら
１
分
間

8
月
9
日
D

長
崎
市
原
爆
投
下
時
刻
　
午
前
１１
時
2
分
か
ら
１
分
間

8
月
１５
日
C

全
国
戦
没
者
追
悼
式
　
正
午
か
ら
１
分
間

世
界
恒
久
平
和
の
確
立
を
祈
念
す
る

た
め
、
各
職
場
や
家
庭
で
黙
と
う
を
捧

げ
ま
し
ょ
う
。

※
８
月
１５
日
c
は
黙
と
う
の
合
図
と
し

て
、
防
災
無
線
の
サ
イ
レ
ン
を
鳴
ら
し

ま
す
。
火
災
や
事
故
な
ど
と
間
違
わ
な

い
よ
う
、
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

問
　
福
祉
総
務
課
（
内
線
４２３
）

問

問

第１段階 

第２段階 
 

第３段階 

第４段階 

第５段階 

旧段階 

第１段階 

第２段階 

第３段階 

第４段階 

第５段階 

第６段階 

新段階 対   　　 象  　　  者 

生活保護を受けている方、世帯全員が市民税 
非課税で老齢福祉年金を受けている方 

本人および世帯全員が市民税非課税の方 
（合計所得金額＋課税年金収入額が80万円以下の場合） 

本人および世帯全員が市民税非課税の方 
（第２段階以外の方） 

本人が市民税非課税の方 
（世帯内に市民税課税者がいる場合） 

本人が市民税課税の方 
（合計所得金額が200万円未満の場合） 

本人が市民税課税の方 
（合計所得金額が200万円以上の場合） 

介護保険料 
年　額 割  合 

基準額 
×0.5

基準額 
×0.75

基準額 

基準額 
×1.25

基準額 
×1.5

19,200円 

28,800円 

38,400円 

48,000円 

57,600円 

⇒ 

～ 石巻市の介護保険料(年額)～ 

介
護
保
険
料

介
護
保
険
料（
本
算
定
）

（
本
算
定
）の 

　
　
決
定
通
知
書
を
お
届
け
し
ま
す

　
　
決
定
通
知
書
を
お
届
け
し
ま
す 
介
護
保
険
料

介
護
保
険
料（
本
算
定
）

（
本
算
定
）の 

　
　
決
定
通
知
書
を
お
届
け
し
ま
す

　
　
決
定
通
知
書
を
お
届
け
し
ま
す 
介
護
保
険
料（
本
算
定
）の 

　
　
決
定
通
知
書
を
お
届
け
し
ま
す 

問

対　象　者 
本　　　庁 

各総合支所 

７７歳（昭和４年生まれ）および８０歳以上（昭和元年１２月３１日以前生まれ） 

７６歳（昭和５年生まれ）以上 

問
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企
業
誘
致
助
成
金
制
度

市
で
は
、
産
業
の
振
興
と
雇
用
の
拡
大
を
図
る
た
め
、
工
場
や
事
業
所
な
ど

の
施
設
を
新
設
・
増
設
・
移
設
し
た
場
合
、
そ
の
要
件
に
よ
り
、
助
成
金
を
交

付
し
て
い
ま
す
。

旧
北
上
川
の
門
脇
地
区
と
湊
地
区
に
あ
る
昭
和
３０
年
代
に
建
設
さ
れ
た
漁
港

桟
橋
が
老
朽
化
な
ど
に
よ
り
傷
み
が
激
し
く
、
崩
落
な
ど
の
お
そ
れ
が
あ
り
ま

す
。こ

の
た
め
、
石
巻
地
方
振
興
事
務
所
で
は
、
数
年
を
か
け
て
撤
去
工
事
を
計

画
し
て
い
ま
す
。

工
事
は
門
脇
地
区
下
流
側
か
ら
進
め
、
今
年
度
は
１００
メ
ー
ト
ル
程
度
を
水
上

の
起
重
機
船
に
よ
り
実
施
す
る
予
定
で
す
。

工
事
の
際
に
は
多
少
の
騒
音
な
ど
が
発
生
し
ま
す
の
で
、
近
隣
の
方
々
の
ご

理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

問
　
県
石
巻
地
方
振
興
事
務
所
水
産
漁
港
部
　
1
９５
‐
７
４
６
９

助成が受けられる施設 
区分 地域 対　象　企　業　者 業　種 助　成　内　容 
拠
点
地
区 

拠
点
地
区
以
外 

 

石
巻
ト
ゥ
モ
ロ
ー
ビ
ジ
ネ
ス
タ
ウ
ン 

市
内
全
域
（
石
巻
ト
ゥ
モ
ロ
ー
ビ
ジ
ネ
ス
タ
ウ
ン
を
除
く
） 

 

● 

拠
点
法
に
規
定
す
る
産
業
業
務
施 

設
、
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
施
設 

 

● 

製
造
業
・
情
報
サ
ー
ビ
ス
業
・
倉
庫
業
・
道
路
運
送
業 

・
旅
館
お
よ
び
ホ
テ
ル
・
博
物
館
・
美
術
館
・
動
物
園
・ 

植
物
園
・
水
族
館
・
自
然
科
学
研
究
所
・
遊
園
地
（
テ
ー 

マ
パ
ー
ク
を
除
く
）
・
自
動
車
整
備
業
・
機
械
修
理
業
・ 

電
気
機
械
器
具
修
理
業 

①
新
設
の
場
合 

　
投
下
固
定
資
産
額 

　
　
　
　
　
　
　
５
千
万
円
以
上 

 

②
増
設
の
場
合 

　
投
下
固
定
資
産
額 

　
　
　
　
　
　
　
２
千
万
円
以
上 

 

③
移
設
の
場
合 

　
投
下
固
定
資
産
額 

　
　
　
　
　
　
　
３
千
万
円
以
上 

〈
企
業
立
地
助
成
金
〉 

対
象
経
費
‥
投
下
固
定
資
産
に
課
せ
ら
れ
た
固
定
資
産
税 

助
成
額
‥
固
定
資
産
税
額
と
同
額 

限
度
額
‥
な
し 

※
拠
点
地
区
以
外
に
お
け
る
資
本
金
３
０
０
億
円
を
超
え
る
企
業
の「
増
設
」に
対
す
る
企
業
立
地 

　
助
成
金
の
額
は
、当
該
増
設
に
係
る
固
定
資
産
税
額
の
３
分
の
１
以
内
、年
間
５
、０
０
０
万
円
を 

　
限
度
額
と
す
る
。 

交
付
期
間
‥
５
年
間 

〈
上
水
道
料
金
助
成
金
〉 

対
象
経
費
‥
特
定
地
域（
工
業
専
用
地
域
）に
新
設
等
を
行
っ
た
後
、営
業
用
に
供
し
た
上
水
道
料
金 

助
成
額
‥
上
水
道
料
金
の
３０
％
相
当
額 

限
度
額
‥
５
０
０
万
円（
年
間
） 

交
付
期
間
‥
５
年
間 

〈
緑
化
推
進
助
成
金
〉 

対
象
経
費
‥
事
業
所
等
の
敷
地
面
積
が
３
、０
０
０
G
以
上
で
敷
地
面
積
の
10
％
以
上
の
緑
化
に
要 

　
　
　
　
　
し
た
経
費 

助
成
額
‥
緑
化
経
費
の
３０
％
相
当
額 

限
度
額
‥
５
０
０
万
円（
年
間
） 

交
付
期
間
‥
１
回
限
り 

①
新
設
の
場
合 

　 
● 
大
企
業
者 

　
投
下
固
定
資
産
額
　
　
５
億
円
以
上 

　
常
用
従
業
員
　
　
　
　
25
人
以
上 

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
う
ち
新
規
10
人
以
上
） 

　 

● 

中
小
企
業
者 

　
投
下
固
定
資
産
額
　
　
５
千
万
円
以
上 

　
常
用
従
業
員
　
　
　
　
10
人
以
上 

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
う
ち
新
規
５
人
以
上
） 

②
増
設
の
場
合 

　 

● 

大
企
業
者 

　
投
下
固
定
資
産
額
　
　
５
億
円
以
上 

　
常
用
従
業
員
　
　
　
　
10
人
以
上 

　 

● 

中
小
企
業
者 

　
投
下
固
定
資
産
額
　
　
２
千
万
円
以
上 

　
常
用
従
業
員
　
　
　
　
５
人
以
上 

③
移
設
の
場
合 

　 

● 

中
小
企
業
者 

　
投
下
固
定
資
産
額
　
　
３
千
万
円
以
上 

　
常
用
従
業
員
　
　
　
　
５
人
以
上 

申
請
時
期
　
事
業
所
な
ど
の
業
務
を
開
始
す
る
日
の
３０
日
前
ま
で 

　
　
企
業
立
地
推
進
課
（
内
線
６１９
）
1
２１
‐
２
０
２
１ 

問 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

漁
港
桟
橋（
門
脇
地
区
・
湊
地
区
）の
撤
去
工
事

問


